
○指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準  

(平成十一年三月三十一日)  

(厚生省令第三十七号) 

 

第七章 通所介護 

第一節 基本方針 

（基本方針） 

第九十二条 指定居宅サービスに該当する通所介護（以下「指定通所介護」という。）の

事業は、要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限りその居宅に

おいて、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう生活機能の

維持又は向上を目指し、必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、

利用者の社会的孤立感の解消及び心身の機能の維持並びに利用者の家族の身体

的及び精神的負担の軽減を図るものでなければならない。 

 

第二節 人員に関する基準 

（従業者の員数） 

第九十三条 指定通所介護の事業を行う者（以下「指定通所介護事業者」という。）が当

該事業を行う事業所（以下「指定通所介護事業所」という。）ごとに置くべき従業者（以

下この節から第四節までにおいて「通所介護従業者」という。）の員数は、次のとおり

とする。 

一 生活相談員 指定通所介護の提供日ごとに、当該指定通所介護を提供している時

間帯に生活相談員（専ら当該指定通所介護の提供に当たる者に限る。）が勤務して

いる時間数の合計数を当該指定通所介護を提供している時間帯の時間数で除して

得た数が一以上確保されるために必要と認められる数 

二 看護師又は准看護師（以下この章において「看護職員」という。） 指定通所介護の

単位ごとに、専ら当該指定通所介護の提供に当たる看護職員が一以上確保されるた

めに必要と認められる数 

三 介護職員 指定通所介護の単位ごとに、当該指定通所介護を提供している時間帯

に介護職員（専ら当該指定通所介護の提供に当たる者に限る。）が勤務している時間

数の合計数を当該指定通所介護を提供している時間数で除して得た数が利用者（当

該指定通所介護事業者が法第百十五条の四十五第一項第一号ロに規定する第一

号通所事業（旧法第八条の二第七項に規定する介護予防通所介護に相当するもの

として市町村が定めるものに限る。）に係る指定事業者の指定を併せて受け、かつ、

指定通所介護の事業と当該第一号通所事業とが同一の事業所において一体的に運

営されている場合にあっては、当該事業所における指定通所介護又は当該第一号通

所事業の利用者。以下この節及び次節において同じ。）の数が十五人までの場合に



あっては一以上、十五人を超える場合にあっては十五人を超える部分の数を五で除

して得た数に一を加えた数以上確保されるために必要と認められる数 

四 機能訓練指導員 一以上 

２ 指定通所介護事業者は、指定通所介護の単位ごとに、前項第三号の介護職員を、

常時一人以上当該指定通所介護に従事させなければならない。 

３ 第一項の規定にかかわらず、介護職員は、利用者の処遇に支障がない場合は、他

の指定通所介護の単位の介護職員として従事することができるものとする。 

４ 前三項の指定通所介護の単位は、指定通所介護であってその提供が同時に一又は

複数の利用者に対して一体的に行われるものをいう。 

５ 第一項第四号の機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防

止するための訓練を行う能力を有する者とし、当該指定通所介護事業所の他の職務

に従事することができるものとする。 

６ 第一項の生活相談員又は介護職員のうち一人以上は、常勤でなければならない。 

７ 指定通所介護事業者が第一項第三号に規定する第一号通所事業に係る指定事業

者の指定を併せて受け、かつ、指定通所介護の事業と当該第一号通所事業とが同

一の事業所において一体的に運営されている場合については、市町村の定める当該

第一号通所事業の人員に関する基準を満たすことをもって、前各項に規定する基準

を満たしているものとみなすことができる。 

（管理者） 

第九十四条 指定通所介護事業者は、指定通所介護事業所ごとに専らその職務に従

事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、指定通所介護事業所の管理

上支障がない場合は、当該指定通所介護事業所の他の職務に従事し、又は同一敷

地内にある他の事業所、施設等の職務に従事することができるものとする。 

 

第三節 設備に関する基準 

（設備及び備品等） 

第九十五条 指定通所介護事業所は、食堂、機能訓練室、静養室、相談室及び事務室

を有するほか、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備並びに指定通所介

護の提供に必要なその他の設備及び備品等を備えなければならない。 

２ 前項に掲げる設備の基準は、次のとおりとする。 

一 食堂及び機能訓練室 

イ 食堂及び機能訓練室は、それぞれ必要な広さを有するものとし、その合計した面積

は、三平方メートルに当該指定通所介護事業所の利用定員（当該指定通所介護事

業所において同時に指定通所介護の提供を受けることができる利用者の数の上限を

いう。次節において同じ。）を乗じて得た面積以上とすること。 



ロ イにかかわらず、食堂及び機能訓練室は、食事の提供の際にはその提供に支障が

ない広さを確保でき、かつ、機能訓練を行う際にはその実施に支障がない広さを確保

できる場合にあっては、同一の場所とすることができる。 

二 相談室 遮へい物の設置等により相談の内容が漏えいしないよう配慮されているこ

と。 

３ 第一項に掲げる設備は、専ら当該指定通所介護の事業の用に供するものでなけれ

ばならない。ただし、利用者に対する指定通所介護の提供に支障がない場合は、こ

の限りでない。 

４ 前項ただし書の場合（指定通所介護事業者が第一項に掲げる設備を利用し、夜間

及び深夜に指定通所介護以外のサービスを提供する場合に限る。）には、当該サー

ビスの内容を当該サービスの提供の開始前に当該指定通所介護事業者に係る指定

を行った都道府県知事（指定都市及び中核市にあっては、指定都市又は中核市の市

長。以下同じ。）に届け出るものとする。 

５ 指定通所介護事業者が第九十三条第一項第三号に規定する第一号通所事業に係

る指定事業者の指定を併せて受け、かつ、指定通所介護の事業と当該第一号通所

事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合については、市町村の

定める当該第一号通所事業の設備に関する基準を満たすことをもって、第一項から

第三項までに規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

 

第四節 運営に関する基準 

（利用料等の受領） 

第九十六条 指定通所介護事業者は、法定代理受領サービスに該当する指定通所介

護を提供した際には、その利用者から利用料の一部として、当該指定通所介護に係

る居宅介護サービス費用基準額から当該指定通所介護事業者に支払われる居宅介

護サービス費の額を控除して得た額の支払を受けるものとする。 

２ 指定通所介護事業者は、法定代理受領サービスに該当しない指定通所介護を提供

した際にその利用者から支払を受ける利用料の額と、指定通所介護に係る居宅介護

サービス費用基準額との間に、不合理な差額が生じないようにしなければならない。 

３ 指定通所介護事業者は、前二項の支払を受ける額のほか、次の各号に掲げる費用

の額の支払を利用者から受けることができる。 

一 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域に居住する利用者に対し

て行う送迎に要する費用 

二 指定通所介護に通常要する時間を超える指定通所介護であって利用者の選定に

係るものの提供に伴い必要となる費用の範囲内において、通常の指定通所介護に係

る居宅介護サービス費用基準額を超える費用 

三 食事の提供に要する費用 



四 おむつ代 

五 前各号に掲げるもののほか、指定通所介護の提供において提供される便宜のう

ち、日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、その利用者に負担

させることが適当と認められる費用 

４ 前項第三号に掲げる費用については、別に厚生労働大臣が定めるところによるもの

とする。 

５ 指定通所介護事業者は、第三項の費用の額に係るサービスの提供に当たっては、

あらかじめ、利用者又はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用について説

明を行い、利用者の同意を得なければならない。 

（指定通所介護の基本取扱方針） 

第九十七条 指定通所介護は、利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資する

よう、その目標を設定し、計画的に行われなければならない。 

２ 指定通所介護事業者は、自らその提供する指定通所介護の質の評価を行い、常に

その改善を図らなければならない。 

（指定通所介護の具体的取扱方針） 

第九十八条 指定通所介護の方針は、次に掲げるところによるものとする。 

一 指定通所介護の提供に当たっては、次条第一項に規定する通所介護計画に基づ

き、利用者の機能訓練及びその者が日常生活を営むことができるよう必要な援助を

行う。 

二 通所介護従業者は、指定通所介護の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨と

し、利用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいよう

に説明を行う。 

三 指定通所介護の提供に当たっては、介護技術の進歩に対応し、適切な介護技術を

もってサービスの提供を行う。 

四 指定通所介護は、常に利用者の心身の状況を的確に把握しつつ、相談援助等の生

活指導、機能訓練その他必要なサービスを利用者の希望に添って適切に提供する。

特に、認知症（法第五条の二第一項に規定する認知症をいう。以下同じ。）である要

介護者に対しては、必要に応じ、その特性に対応したサービスの提供ができる体制を

整える。 

（通所介護計画の作成） 

第九十九条 指定通所介護事業所の管理者は、利用者の心身の状況、希望及びその

置かれている環境を踏まえて、機能訓練等の目標、当該目標を達成するための具体

的なサービスの内容等を記載した通所介護計画を作成しなければならない。 

２ 通所介護計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場合は、当該居宅サー

ビス計画の内容に沿って作成しなければならない。 



３ 指定通所介護事業所の管理者は、通所介護計画の作成に当たっては、その内容に

ついて利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得なければならない。 

４ 指定通所介護事業所の管理者は、通所介護計画を作成した際には、当該通所介護

計画を利用者に交付しなければならない。 

５ 通所介護従業者は、それぞれの利用者について、通所介護計画に従ったサービス

の実施状況及び目標の達成状況の記録を行う。 

（運営規程） 

第百条 指定通所介護事業者は、指定通所介護事業所ごとに、次に掲げる事業の運営

についての重要事項に関する規程（以下この章（第五節を除く。）において「運営規

程」という。）を定めておかなければならない。 

一 事業の目的及び運営の方針 

二 従業者の職種、員数及び職務の内容 

三 営業日及び営業時間 

四 指定通所介護の利用定員 

五 指定通所介護の内容及び利用料その他の費用の額 

六 通常の事業の実施地域 

七 サービス利用に当たっての留意事項 

八 緊急時等における対応方法 

九 非常災害対策 

十 虐待の防止のための措置に関する事項 

十一 その他運営に関する重要事項 

（勤務体制の確保等） 

第百一条 指定通所介護事業者は、利用者に対し適切な指定通所介護を提供できるよ

う、指定通所介護事業所ごとに従業者の勤務の体制を定めておかなければならな

い。 

２ 指定通所介護事業者は、指定通所介護事業所ごとに、当該指定通所介護事業所の

従業者によって指定通所介護を提供しなければならない。ただし、利用者の処遇に直

接影響を及ぼさない業務については、この限りでない。 

３ 指定通所介護事業者は、通所介護従業者の資質の向上のために、その研修の機

会を確保しなければならない。その際、当該指定通所介護事業者は、全ての通所介

護従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第八条第二項に規

定する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、

認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなければなら

ない。 

４ 指定通所介護事業者は、適切な指定通所介護の提供を確保する観点から、職場に

おいて行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要



かつ相当な範囲を超えたものにより通所介護従業者の就業環境が害されることを防

止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

（定員の遵守） 

第百二条 指定通所介護事業者は、利用定員を超えて指定通所介護の提供を行って

はならない。ただし、災害その他のやむを得ない事情がある場合は、この限りではな

い。 

（非常災害対策） 

第百三条 指定通所介護事業者は、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害

時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知す

るとともに、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行わなければならない。 

２ 指定通所介護事業者は、前項に規定する訓練の実施に当たって、地域住民の参加

が得られるよう連携に努めなければならない。 

（衛生管理等） 

第百四条 指定通所介護事業者は、利用者の使用する施設、食器その他の設備又は

飲用に供する水について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じなけ

ればならない。 

２ 指定通所介護事業者は、当該指定通所介護事業所において感染症が発生し、又は

まん延しないように、次の各号に掲げる措置を講じなければならない。 

一 当該指定通所介護事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策

を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）をお

おむね六月に一回以上開催するとともに、その結果について、通所介護従業者に周

知徹底を図ること。 

二 当該指定通所介護事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針

を整備すること。 

三 当該指定通所介護事業所において、通所介護従業者に対し、感染症の予防及びま

ん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施すること。 

（地域との連携等） 

第百四条の二 指定通所介護事業者は、その事業の運営に当たっては、地域住民又

はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流に努めなければ

ならない。 

２ 指定通所介護事業者は、その事業の運営に当たっては、提供した指定通所介護に

関する利用者からの苦情に関して、市町村等が派遣する者が相談及び援助を行う事

業その他の市町村が実施する事業に協力するよう努めなければならない。 

３ 指定通所介護事業者は、指定通所介護事業所の所在する建物と同一の建物に居

住する利用者に対して指定通所介護を提供する場合には、当該建物に居住する利

用者以外の者に対しても指定通所介護の提供を行うよう努めなければならない。 



（事故発生時の対応） 

第百四条の三 指定通所介護事業者は、利用者に対する指定通所介護の提供により

事故が発生した場合は、市町村、当該利用者の家族、当該利用者に係る居宅介護

支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定通所介護事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について

記録しなければならない。 

３ 指定通所介護事業者は、利用者に対する指定通所介護の提供により賠償すべき事

故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

４ 指定通所介護事業者は、第九十五条第四項の指定通所介護以外のサービスの提

供により事故が発生した場合は、第一項及び第二項の規定に準じた必要な措置を講

じなければならない。 

（記録の整備） 

第百四条の四 指定通所介護事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録

を整備しておかなければならない。 

２ 指定通所介護事業者は、利用者に対する指定通所介護の提供に関する次の各号

に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存しなければならない。 

一 通所介護計画 

二 次条において準用する第十九条第二項に規定する提供した具体的なサービスの内

容等の記録 

三 次条において準用する第二十六条に規定する市町村への通知に係る記録 

四 次条において準用する第三十六条第二項に規定する苦情の内容等の記録 

五 前条第二項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

（準用） 

第百五条 第八条から第十七条まで、第十九条、第二十一条、第二十六条、第二十七

条、第三十条の二、第三十二条から第三十四条まで、第三十五条、第三十六条、第

三十七条の二、第三十八条及び第五十二条の規定は、指定通所介護の事業につい

て準用する。この場合において、第八条第一項中「第二十九条」とあるのは「第百条」

と、同項、第二十七条、第三十条の二第二項、第三十二条第一項並びに第三十七条

の二第一号及び第三号中「訪問介護員等」とあるのは「通所介護従業者」と読み替え

るものとする。 

 

第五節 共生型居宅サービスに関する基準 

（共生型通所介護の基準） 

第百五条の二 通所介護に係る共生型居宅サービス（以下この条及び次条において

「共生型通所介護」という。）の事業を行う指定生活介護事業者（指定障害福祉サー

ビス等基準第七十八条第一項に規定する指定生活介護事業者をいう。）、指定自立



訓練（機能訓練）事業者（指定障害福祉サービス等基準第百五十六条第一項に規定

する指定自立訓練（機能訓練）事業者をいう。）、指定自立訓練（生活訓練）事業者

（指定障害福祉サービス等基準第百六十六条第一項に規定する指定自立訓練（生

活訓練）事業者をいう。）、指定児童発達支援事業者（児童福祉法に基づく指定通所

支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成二十四年厚生労働省令第

十五号。以下この条において「指定通所支援基準」という。）第五条第一項に規定す

る指定児童発達支援事業者をいい、主として重症心身障害児（児童福祉法（昭和二

十二年法律第百六十四号）第七条第二項に規定する重症心身障害児をいう。以下こ

の条において同じ。）を通わせる事業所において指定児童発達支援（指定通所支援

基準第四条に規定する指定児童発達支援をいう。第一号において同じ。）を提供する

事業者を除く。）及び指定放課後等デイサービス事業者（指定通所支援基準第六十

六条第一項に規定する指定放課後等デイサービス事業者をいい、主として重症心身

障害児を通わせる事業所において指定放課後等デイサービス（指定通所支援基準

第六十五条に規定する指定放課後等デイサービスをいう。第一号において同じ。）を

提供する事業者を除く。）が当該事業に関して満たすべき基準は、次のとおりとする。 

一 指定生活介護事業所（指定障害福祉サービス等基準第七十八条第一項に規定す

る指定生活介護事業所をいう。）、指定自立訓練（機能訓練）事業所（指定障害福祉

サービス等基準第百五十六条第一項に規定する指定自立訓練（機能訓練）事業所を

いう。）、指定自立訓練（生活訓練）事業所（指定障害福祉サービス等基準第百六十

六条第一項に規定する指定自立訓練（生活訓練）事業所をいう。）、指定児童発達支

援事業所（指定通所支援基準第五条第一項に規定する指定児童発達支援事業所を

いう。）又は指定放課後等デイサービス事業所（指定通所支援基準第六十六条第一

項に規定する指定放課後等デイサービス事業所をいう。）（以下この号において「指

定生活介護事業所等」という。）の従業者の員数が、当該指定生活介護事業所等が

提供する指定生活介護（指定障害福祉サービス等基準第七十七条に規定する指定

生活介護をいう。）、指定自立訓練（機能訓練）（指定障害福祉サービス等基準第百

五十五条に規定する指定自立訓練（機能訓練）をいう。）、指定自立訓練（生活訓練）

（指定障害福祉サービス等基準第百六十五条に規定する指定自立訓練（生活訓練）

をいう。）、指定児童発達支援又は指定放課後等デイサービス（以下この号において

「指定生活介護等」という。）の利用者の数を指定生活介護等の利用者及び共生型通

所介護の利用者の数の合計数であるとした場合における当該指定生活介護事業所

等として必要とされる数以上であること。 

二 共生型通所介護の利用者に対して適切なサービスを提供するため、指定通所介護

事業所その他の関係施設から必要な技術的支援を受けていること。 

（準用） 



第百五条の三 第八条から第十七条まで、第十九条、第二十一条、第二十六条、第二

十七条、第三十条の二、第三十二条から第三十四条まで、第三十五条、第三十六

条、第三十七条の二、第三十八条、第五十二条、第九十二条、第九十四条及び第九

十五条第四項並びに前節（第百五条を除く。）の規定は、共生型通所介護の事業に

ついて準用する。この場合において、第八条第一項中「第二十九条に規定する運営

規程」とあるのは「運営規程（第百条に規定する運営規程をいう。第三十二条第一項

において同じ。）」と、「訪問介護員等」とあるのは「共生型通所介護の提供に当たる従

業者（以下「共生型通所介護従業者」という。）」と、第二十七条、第三十条の二第二

項、第三十二条第一項並びに第三十七条の二第一号及び第三号中「訪問介護員

等」とあるのは「共生型通所介護従業者」と、第九十五条第四項中「前項ただし書の

場合（指定通所介護事業者が第一項に掲げる設備を利用し、夜間及び深夜に指定

通所介護以外のサービスを提供する場合に限る。）」とあるのは「共生型通所介護事

業者が共生型通所介護事業所の設備を利用し、夜間及び深夜に共生型通所介護以

外のサービスを提供する場合」と、第九十八条第二号、第九十九条第五項、第百一

条第三項及び第四項並びに第百四条第二項第一号及び第三号中「通所介護従業

者」とあるのは「共生型通所介護従業者」と、第百四条の四第二項第二号中「次条に

おいて準用する第十九条第二項」とあるのは「第十九条第二項」と、同項第三号中

「次条において準用する第二十六条」とあるのは「第二十六条」と、同項第四号中「次

条において準用する第三十六条第二項」とあるのは「第三十六条第二項」と読み替え

るものとする。 

 

第六節 基準該当居宅サービスに関する基準 

（従業者の員数） 

第百六条 基準該当居宅サービスに該当する通所介護又はこれに相当するサービス

（以下「基準該当通所介護」という。）の事業を行う者（以下「基準該当通所介護事業

者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「基準該当通所介護事業所」という。）ごと

に置くべき従業者（以下この節において「通所介護従業者」という。）の員数は、次のと

おりとする。 

一 生活相談員 基準該当通所介護の提供日ごとに、当該基準該当通所介護を提供し

ている時間帯に生活相談員（専ら当該基準該当通所介護の提供に当たる者に限

る。）が勤務している時間数の合計数を当該基準該当通所介護を提供している時間

帯の時間数で除して得た数が一以上確保されるために必要と認められる数 

二 看護職員 基準該当通所介護の単位ごとに、専ら当該基準該当通所介護の提供に

当たる看護職員が一以上確保されるために必要と認められる数 

三 介護職員 基準該当通所介護の単位ごとに、当該基準該当通所介護を提供してい

る時間帯に介護職員（専ら当該基準該当通所介護の提供に当たる者に限る。）が勤



務している時間数の合計数を当該基準該当通所介護を提供している時間数で除して

得た数が利用者（当該基準該当通所介護事業者が基準該当通所介護の事業と法第

百十五条の四十五第一項第一号ロに規定する第一号通所事業（旧法第八条の二第

七項に規定する介護予防通所介護及び基準該当介護予防サービスに相当するもの

として市町村が定めるものに限る。）の事業を同一の事業所において一体的に運営し

ている場合にあっては、当該事業所における基準該当通所介護又は当該第一号通

所事業の利用者。以下この条及び第百八条において同じ。）の数が十五人までの場

合にあっては一以上、十五人を超える場合にあっては十五人を超える部分の数を五

で除して得た数に一を加えた数以上確保されるために必要と認められる数 

四 機能訓練指導員 一以上 

２ 基準該当通所介護事業者は、基準該当通所介護の単位ごとに、前項第三号の介護

職員を、常時一人以上当該基準該当通所介護に従事させなければならない。 

３ 第一項の規定にかかわらず、介護職員は、利用者の処遇に支障がない場合は、他

の基準該当通所介護の単位の介護職員として従事することができるものとする。 

４ 前三項の基準該当通所介護の単位は、基準該当通所介護であってその提供が同

時に一又は複数の利用者に対して一体的に行われるものをいうものとする。 

５ 第一項第四号の機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防

止するための訓練を行う能力を有する者とし、当該基準該当通所介護事業所の他の

職務に従事することができるものとする。 

６ 基準該当通所介護の事業と第一項第三号に規定する第一号通所事業とが、同一の

事業者により同一の事業所において一体的に運営されている場合については、市町

村の定める当該第一号通所事業の人員に関する基準を満たすことをもって、前各項

に規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

（管理者） 

第百七条 基準該当通所介護事業所は、専らその職務に従事する管理者を置かなけ

ればならない。ただし、基準該当通所介護事業所の管理上支障がない場合は、当該

基準該当通所介護事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業

所、施設等の職務に従事することができるものとする。 

（設備及び備品等） 

第百八条 基準該当通所介護事業所には、食事を行う場所、機能訓練を行う場所、静

養のための場所、生活相談のための場所、事務連絡のための場所を確保するととも

に、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備並びに基準該当通所介護の提

供に必要なその他の設備及び備品等を備えなければならない。 

２ 前項に掲げる設備の基準は、次のとおりとする。 

一 食事を行う場所及び機能訓練を行う場所 



イ 食事を行う場所及び機能訓練を行う場所は、それぞれ必要な広さを有するものと

し、その合計した面積は、三平方メートルに当該基準該当通所介護事業所の利用定

員（当該基準該当通所介護事業所において同時に基準該当通所介護の提供を受け

ることができる利用者の数の上限をいう。）を乗じて得た面積以上とすること。 

ロ イにかかわらず、食事を行う場所及び機能訓練を行う場所は、食事の提供の際に

はその提供に支障がない広さを確保でき、かつ、機能訓練を行う際にはその実施に

支障がない広さを確保できる場合にあっては、同一の場所とすることができる。 

二 生活相談を行う場所 遮へい物の設置等により相談の内容が漏えいしないよう配慮

されていること。 

３ 第一項に掲げる設備は、専ら当該基準該当通所介護の事業の用に供するものでな

ければならない。ただし、利用者に対する基準該当通所介護の提供に支障がない場

合は、この限りでない。 

４ 基準該当通所介護の事業と第百六条第一項第三号に規定する第一号通所事業と

が、同一の事業者により同一の事業所において一体的に運営される場合について

は、市町村の定める当該第一号通所事業の設備に関する基準を満たすことをもっ

て、前三項に規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

（準用） 

第百九条 第八条から第十四条まで、第十六条、第十七条、第十九条、第二十一条、

第二十六条、第二十七条、第三十条の二、第三十二条から第三十四条まで、第三十

五条、第三十六条（第五項及び第六項を除く。）、第三十七条の二、第三十八条、第

五十二条、第九十二条及び第四節（第九十六条第一項及び第百五条を除く。）の規

定は、基準該当通所介護の事業について準用する。この場合において、第八条第一

項中「第二十九条」とあるのは「第百条」と、同項、第二十七条、第三十条の二第二

項、第三十二条第一項並びに第三十七条の二第一号及び第三号中「訪問介護員

等」とあるのは「通所介護従業者」と、第十九条第一項中「内容、当該指定訪問介護

について法第四十一条第六項の規定により利用者に代わって支払を受ける居宅介

護サービス費の額」とあるのは「内容」と、第二十一条中「法定代理受領サービスに該

当しない指定訪問介護」とあるのは「基準該当通所介護」と、第九十六条第二項中

「法定代理受領サービスに該当しない指定通所介護」とあるのは「基準該当通所介

護」と、同条第三項中「前二項」とあるのは「前項」と読み替えるものとする。 

 


